
産業廃棄物行政と政策手段としての税の在り方

に関する検討会の開催について

環境省廃棄物・リサイクル対策部

１．検討会開催の趣旨

○ 　産業廃棄物の処理に関しては、平成１２年の廃棄物処理法改正以降、排
出事業者責任が徹底され、排出事業者責任の下での適正な処理の確保に向
けた施策が進められてきているところである。これにより産業廃棄物処理
業者の優良化、優良な処理施設設置の円滑化など、さらに確実かつ適正な
処理を推進していく必要がある。

○ 　また、これに関連した動きとして、産業廃棄物に係る法定外目的税につ
いては、三重県を始め、中国３県、北九州市及び北東北３県において条例
制定され、その他多くの県で具体化に向けた取組が進んでいる。

○  産業廃棄物行政の立場からは、産業廃棄物に係る法定外目的税について
は、地方公共団体において産業廃棄物政策を充実していくための財源とな
り、処理業者の優良化、優良な施設の設置の円滑化、リサイクルの促進な
どにつながることとなるほか、産業廃棄物の減量にもつながると考えられ
るため、政策手段として有意義なものと受け止めている。一方、課税によ
る影響として、不法投棄、区域外からの流入の抑制、追い出しなどの留意
すべき点もあると考えている。

○ 　環境省としては、全国的に円滑な産業廃棄物処理を目指していくという
視点から、産業廃棄物行政とこれに関連する税について、産業廃棄物行政
における新しい政策手段としてどのように考え、どのように対応すべきか
研究する必要があると考えており、「税という手法については、さらに詳
細に検討する場を別途設けることが必要」と指摘した中央環境審議会意見
具申（平成１４年１１月２２日）※を踏まえ、このたび、産業廃棄物行政
と政策手段としての税の在り方について産業廃棄物行政の立場から詳細
に検討するため、「産業廃棄物行政と政策手段としての税の在り方に関す
る検討会」を開催するものである。

※ 中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会「今後の廃棄物・リサイクル制

度の在り方について」の中で「産業廃棄物分野の構造改革を強力に進めて

いく中で、その一つの手段として、産業廃棄物行政に税という手法を位置

付けていくことについて、リサイクル等の技術開発支援、適正な処理施設

の立地促進のための周辺環境の整備などの手段として検討することは有意

義であると考えられるため、税という手法については、さらに詳細に検討

する場を別途設けることが必要である。」とされている。
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２．検討会の開催及び検討事項等

(1)検討会の開催

○ 環境省廃棄物・リサイクル対策部長の委嘱により、下記有識者を委員と

する「産業廃棄物行政と政策手段としての税の在り方に関する検討会」を

開催する。

　　　

　　飯 野　靖 四　　慶應義塾大学経済学部教授

　　植 田  和 弘　　京都大学大学院経済学研究科教授

　　碓 井　光 明　　東京大学大学院法学政治学研究科教授

　　大 塚　元 一　  （社）全国産業廃棄物連合会専務理事

　　大 庭　清 明 北九州市環境局長

　　川 島  秀 光　　（社）日本建設業団体連合会建設副産物専門部会専門委員                      

　　小早川　光郎 東京大学大学院法学政治学研究科教授

　　神 野　直 彦 東京大学大学院経済学研究科教授

　　高 橋  秀 夫 （社）日本経済団体連合会環境・技術本部長

　　長谷川　  寛　　三重県環境部長

　　細 田  衛 士 慶應義塾大学経済学部長

　　三 本　   守　　（社）全国産業廃棄物連合会理事

　　森 口　祐 一 独立行政法人国立環境研究所資源管理研究室長

(2)検討会の検討事項

① 　地方公共団体における産業廃棄物に係る税の導入・検討の背景や考え方、

効果と影響等

② 　産業廃棄物政策において税という手法を用いることについて整理すべ

き論点

③ 　全国的な視点からは産業廃棄物に係る税をどう考えるべきか

④ 　産業廃棄物政策における産業廃棄物に係る税の位置付け

⑤ 　その他産業廃棄物処理と産業廃棄物に係る税をめぐる課題

(3)スケジュール

○ 概ね月 1回程度開催し、平成１５年夏ごろまでを目途に中間的な論点整
理を行う。その後も、検討会で議論を継続し、年末頃を目途でとりまとめ

を行う。




